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本日御議論いただきたい事項
⚫ 脱炭素電源への新規投資を確保するための「長期脱炭素電源オークション」について、本日は、以
下の論点について、御議論いただきたい。

⚫ なお、前回同様、今後の詳細設計に当たっては、本制度が容量市場の特別オークションに位置づけ
られること、直面する需給ひっ迫の克服に向けて本制度を2023年度に導入するために加速化して
いく必要があること、できるだけ制度がシンプルで参加者にとってわかりやすいルールとする必要があるこ
とを踏まえ、現行容量市場のルールをベースとすることを原則とし、本制度特有の事情により、現
行容量市場のルールと異なる内容とすることが必要な部分を中心に、御議論いただくこととしたい。

論点 検討すべき内容

②募集量 ・募集量・募集上限を跨ぐ案件の取扱い

④入札価格の在り方
・水素・アンモニアのサプライチェーン支援制度・拠点整備支援制度との関係
・事業者の帰責性がなく入札後にコストが増加した場合の対応

⑦上限価格

・一般水力の上限価格
・揚水・蓄電池の上限価格
・水素発電の上限価格
・既設火力をアンモニア混焼にするための改修の上限価格
・既設火力をバイオマス専焼にするための改修の上限価格



（参考）長期脱炭素電源オークションの概要
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〈新制度のイメージ〉

固定費 可変費

固定費水準の容量収入
（入札価格 ⇒ 落札価格）

収益の約９割を還付

卸市場・非化石市場等からの収入

落札価格の容量収入を原則20年間得る

②収入の期間

入札

X＋α年X年

建設
運転開始

運転建設 廃止
時間

建設費用、
維持費等

収入

収入は市場動向に左右され
予見可能性が低い

①投資判断時に
収入の水準を
確定させたい

②投資判断時に
長期間の収入を

確定させたい

金額

〈電源投資の課題〉

〈投資判断に必要な要素〉

広域機関
脱炭素電源への新規投資を対象とした入札を実施し

落札電源・落札価格を決定する

応札

〈落札電源の収入〉
①収入の水準

⚫ 近年、既存電源の退出・新規投資の停滞により供給力が低下し、電力需給のひっ迫や卸市場価格の高騰が発生。

⚫ このため、脱炭素電源への新規投資を促進するべく、脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度（名称
「長期脱炭素電源オークション」）を、2023年度の導入を目処として、検討中。

⚫ 具体的には、脱炭素電源を対象に電源種混合の入札を実施し、落札電源には、固定費水準の容量収入を原則
20年間得られることとすることで、巨額の初期投資の回収に対し、長期的な収入の予見可能性を付与する。

（※）本制度での収入＝落札価格－還付する収益



１．募集量
２. 入札価格の在り方
３．上限価格
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論点１．募集量・募集上限を跨ぐ案件の取扱い ※LNGも同様

第72回制度検討作業部会
（2022年11月30日）資料6

⚫ 前回の本部会では、募集量・募集上限を跨ぐ案件の取扱いについて御議論いただき、事務局より、
現行容量市場と同様の整理の提案を行ったところ。
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論点１．募集量・募集上限を跨ぐ案件の取扱い ※LNGも同様

⚫ これに対して、委員・オブザーバーより以下の御意見をいただいた。

① 入札価格ではなく、支払額（入札価格×容量）が安い案件から落札する方法もあるのではな
いか。

② 募集量は厳格に決めている訳ではないので、必達目標ではないのではないか。募集量に対して、
足りないのが0.1で、次の案件を取ってしまうと100超過する場合は、その案件を取らない方
法もあるのではないか。（例えば、不足分に対して、次の案件を取ると超過量が10倍になるケースでは、その案件を取らない）

③ 募集量を少し増やしておいて、入札価格との関係で取り方を考える方法もあるのではないか。

④ 募集上限を跨ぐ案件と同じ入札価格の案件が複数ある場合に、容量が最小となる組み合わせ
で落札電源が決まるとすると、蓄電池と揚水では、蓄電池の方が容量が小さい案件が多いので、
揚水が不利ではないか。

⚫ いただいたご意見について、それぞれ以下のとおり、検討を行った。

⚫ まず、①（支払額が安い案件から落札する方法）については、本制度では、「入札価格」の安い
案件から落札させることを基本としているため、募集量・募集上限を跨ぐ案件に限って「入札価格」
ではなく「支払額（入札価格×容量）」が安い案件を優先的に落札させることは整合的ではない
のではないか。このため、原案どおり「入札価格」の安い案件から落札させることとしてはどうか。



⚫ ②（超過量の扱い）については、超過量が発生したとしても脱炭素電源の促進という観点からは
問題とはいえないが、御意見のあったとおり、現行容量市場のように安定供給を確保する観点から設
定している募集量（目標調達量）とは異なり、募集量は必達目標ではない。こういった点を踏まえ
れば、募集量を跨ぐ案件（以下「限界電源」という。）を不落札とした場合の「不足量」に対して、
限界電源を落札とした場合の「超過量」が過度に大きくなるような場合にまで、限界電源を落札
とする必要はないとも考えられる。

⚫ このため、基本的なルールは現行容量市場と同様の整理としつつ、ご提案のとおり、限界電源を不
落札とした場合の「不足量」に対して、限界電源を落札とした場合の「超過量」が、10倍を超過す
る場合には、限界電源は不落札としてはどうか。

※ 不落札とした場合、次点の案件を繰り上げで「限界電源」として、このルールを適用する。

※ この整理は「募集量」を跨ぐ案件に適用し、「募集上限」を跨ぐ案件には適用しない。

⚫ ③（募集量を少し増やしておいて、入札価格との関係で取り方を考える方法）については、例え
ば、募集量を500万kWとした上で、限界電源の入札価格が低い場合（例えば、0～5万円
/kW/年）は落札とし、限界電源の入札価格が高い場合（例えば、5～10万円/kW/年）は不
落札とする方法が考えられる。ご指摘の考え方もありうるものの、上限価格を設定している以上、上
限価格の範囲内にもかかわらず落札・不落札を決定することは電源種間の公平性の観点から議
論がありうることから、現行容量市場の考え方をベースとしつつ、募集量が必達目標ではないことを
踏まえた上記②の案としてはどうか。

⚫ ④（揚水が不利）については、足下では蓄電池は数万kW以下の案件が多く、揚水は数万kW～
数十万kWの案件が想定されるものの、蓄電池も将来的には規模が大きくなることも考えられるこ
とや、揚水の規模にも様々なものが存在するため、一概に揚水の方が不利ともいいきれないことか
ら、原案どおりの整理としてはどうか。 6

論点１．募集量・募集上限を跨ぐ案件の取扱い ※LNGも同様
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（参考）前回いただいた主な御意見
・16 ページの右側の図のケースのような場合、仮に案件Eが、今よりもほんのちょっとだけ価格が高かったようなケースを考えてみたい。この場
合、案件Cでも案件Dでもかなりの分量を飛び出している。しかし案件Eだったら、価格はほんの少し高いが、量としては募集量をわずかに上
回る程度。このようなケースの場合、募集量を満たしている、かつ支払うコストが一番安いという基準だとすると、案件Eの方が高さがほん
の少し高かったとしても、案件CやDじゃなくて案件Eを落札させた方がトータルでの支払いが安く済む、かつ募集量は満たす、こんなこ
とも起こリ得るのではないか。支払い価格を最小化するという観点から評価することも可能ではないか。

・支払額最小化を基準として言われたが、残念ながらこの文脈で支払額最小化は間違いだと思う。ここで容量として余分に出てきたものは、
容量市場で控除されることになるので、容量が大きいということ自体はそれなりに価値があるということになる。そこまで考えて、全体のコスト
最小化は、ここでの支払う金額の最小化と一致しないと思うので、その基準はとるのは少し難しいのではないか。

・この16のやり方はちょっと賛成しかねる点がある。容量市場と同じなので、合理的といえば合理的だが、募集量を決めるときに、例えば100
と決めたのが101ではなく99ではなく100が正しいと、かなり厳格にやるのではなく、ある意味えいやでやるわけである。ここで多すぎた少な
すぎたというようなことがあったとしても、最後、本当に安定供給というところでは、容量市場で確保するという建付けになっているんだと
思う。つまり、この募集量はそれほど死守しなければいけないものなのか。例えばこの左側のケースで案件Cで、募集量が100で足りな
いのが0.1で、このCを取ってしまうと100オーバーするようなケースでも100とるとしている。これはさすがにスモールスタートと合わない
のではないか。

・不足分に対して、もし仮に最後のプロジェクトを取ったとすると、その超過量が10倍になる、不足量の10倍になるようなケースでは、こ
の案件Cは取らないでBまでにする、不足も覚悟するというようなことがあってもいいのではないか。以前、別の文脈で不足量と超過量
を比べて、不足量の方が小さければ取らないという提案をした時に、それではちょっと取らなさすぎる、というようなことで修正していただ
いた、全く別の調達の文脈であったので、今回、1:10 っていう事を言っているわけですが、それだと取りすぎるっていうことはあるのかもしれな
いけれど、いずれにせよ、不足量がごくごくわずかで、超過量がすごく多いっていう時にも取ってしまうっていうことをする必要はないのではないか。

・今のご提案は、いい方法ではないかと思う。一方で、募集量をもう少し余計に取っておくという手もあるかなと思う。今回の御提案だと400
万kWだが、仮に500万kWぐらいにしておいて、少し量を増やしておきながら、その価格との関係で取り方を考えるということも、全体の
最適化という部分では良い可能性もあるかなと思った。というのは、実際にどれくらい出てくるのかが、この脱炭素の市場の中で、なかなか
読み切れないところがあって、せっかく新しいプロジェクト等で水素等が出てきた時に、比較的価格水準が安い中で落としてしまうことがあると、
できれば早めに電源がフライして欲しいところでもあるので、容量との関係も含めて、全体どう取ればいいのか、少し検討の余地はある。

・蓄電池と揚水では1機あたりの容量にかなりの差がある。揚水は1機の容量が数万～数十万kWの新設・リプレース案件が想定される
一方、蓄電池は現在実証等で使われている容量を見ると、数万kW程度のものが中心。16ページで、募集上限を跨ぐ案件において、
同じ落札価格の電源が複数存在すると募集上限を超えて落札する容量が最小となる組み合わせにより落札電源を決定する提案であり、
容量の小さい蓄電池が優位になり、揚水は不利になる。揚水は蓄電池と比べて供給可能時間が長く供給力としての価値があり、同期
化力・慣性力もあるため、その重要性は増している。このような観点を含めて御再考いただく必要があるのでは。
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（参考）電力・ガス基本政策小委員会でのkWh公募に関する議論
第48回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年4月26日）資料４－１

第48回電力・ガス基本政策小委員会（2022年4月26日）
○松村委員
これは一応10億kWh相当を募集するという提案で、これに対案があるわけじゃないのですが、その後の超過する入札があった場合の許容量を5億kWhまでとす
るというのは、私には抵抗があります。仮に船１隻分５億というのがまず落札されて、DR4.9億kWh相当が 落札されて、あと0.1足りないというときに、その部
分約定不可という５億の応札が出てきて、これを落札するのが本当に合理的か。10億というのに一定の合理性はあるとしても、絶対にこれが正しいという確信
があって出てきているのではない。その10億という数字にそこまで固執すべきなのか。例えば、最後がこの船１隻分になったとすると、それ以外、その最後でないとこ
ろの調達で止めて、最後を取らなかったときの未達量と、それから最後を取ったときの超過量を比べて、超過量のほうが未達量よりも小さいというときにはその
最後のものを取り、そうでないときにはもう最後のものは諦めるという整理ではいかがでしょうか。さすがに9.9億なのにもかかわらず、絶対５億取らないといけ
ないという理屈は、私は思い付かないので、そのような運用ではまずいでしょうか、という提案です。
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（参考）電力・ガス基本政策小委員会でのkWh公募に関する議論
第49回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年5月17日）資料５－２



１．募集量
２. 入札価格の在り方
３．上限価格
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論点２ー１．水素・アンモニアのサプライチェーン支援制度・拠点整備支援制度との関係

第65回制度検討作業部会
（2022年5月25日）資料5

⚫ 水素・アンモニアの大規模な商用サプライチェーン構築のためには、調達（サプライチェーン支援）か
ら大規模利用拠点（拠点整備支援）まで支援を行うことで、投資の予見可能性を高めることが必
要であることから、サプライチェーン支援と拠点整備支援の在り方について、別の審議会※にて検討
中。 ※ 省エネルギー・新エネルギー分科会 水素政策小委員会/資源・燃料分科会 アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会 合同会議



長期脱炭素電源オークション

長期脱炭素電源オークション

拠点整備支援
※他社と共用の場合

サプライチェーン支援

拠点整備支援
※他社と共用の場合

サプライチェーン支援
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⚫ 現在検討されている「サプライチェーン支援制度」・「拠点整備支援制度」と、「本制度（長期脱炭
素電源オークション）」のカバーしている範囲は以下のとおりであり、重なる部分が生じることが想定さ
れる。

陸揚げ

水素製造設備

サプライチェーン支援

①国内製造

②海外製造・海上輸送

製造

海上輸送設備 脱水素装置貯蔵設備

水素製造設備 パイプライン 輸送設備

海外 国内

製造

水素製造設備 発電所

発電所

論点２ー１．水素・アンモニアのサプライチェーン支援制度・拠点整備支援制度との関係



⚫ 本制度は2023年度に初回オークションを行う方向で検討中である一方で、 「サプライチェーン支
援制度」と「拠点整備支援制度」（以下「両支援制度」という。）は、開始時期が現時点で未定
であること、また、両支援制度の開始後であっても、異なる制度であることから、本制度へ入札をする
タイミングと両支援制度に基づく支援可否の決定は、前後することが考えられる。

⚫ 水素・アンモニア混焼への投資を行う事業者は、両支援制度と本制度を組み合わせることで投資
判断を行うことが想定されることから、以下の整理としてはどうか。

＜本制度への入札前に両支援制度の両方又は片方の制度適用が決まっている場合＞

➢ 二重支援防止のため、その支援金額※1を控除※2して、本制度に入札することとする。
※1 本制度と両支援制度の支援が重複しうる部分に限る。

※2 第三者との共用設備に対して支援を受ける場合、自社の入札案件の負担部分から控除。

＜本制度への入札前に両支援制度の両方又は片方の制度適用が決まっていない場合＞

➢ 両支援制度の支援予想金額※1を控除※2して入札を行い、本制度での落札に伴う契約締結
後、3年以内に両支援制度の両方若しくは希望する片方の制度の適用を受けることが決まら
ない場合又は支援金額が支援予想金額よりも低くなった場合※3に、当該事由により市場退
出をするときは、不可抗力事由として取り扱い、市場退出ペナルティを課さない。
※1 本制度と両支援制度の支援が重複しうる部分に限る。

※2 第三者との共用設備に対して支援を受ける場合、自社の入札案件の負担部分から控除。支援予想金額を控除せずに入札を行うことも可。

※3 支援金額が支援予想金額よりも高くなった場合や、支援予想金額を控除せずに入札を行い、落札後に支援制度の適用が決定した場合
には、その差分だけ本制度からの支払額を修正する。前回の事務局資料33頁における建設費の※１の「本制度で落札した後に、補助金
を受けることは禁止(判明した場合は契約解除)」は、両支援制度には適用しない。

➢ 本制度での落札に伴う契約締結後、3年以内に両支援制度の両方又は希望する片方の制
度の適用を受けることが決定すれば、その時点から供給力提供開始期限のカウントを開始。

論点２ー１．水素・アンモニアのサプライチェーン支援制度・拠点整備支援制度との関係
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（参考）水素・アンモニアのサプライチェーン支援制度の概要
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第7回 省エネルギー・新エネルギー分科会
水素政策小委員会/資源・燃料分科会
アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会

合同会議
（2022年12月13日）資料３
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（参考）水素・アンモニアの拠点整備支援制度の概要 第7回 省エネルギー・新エネルギー分科会 水
素政策小委員会/資源・燃料分科会 アンモニ
ア等脱炭素燃料政策小委員会 合同会議

（2022年12月13日）資料３
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論点２－２．事業者の帰責性がなく入札後にコストが増加した場合の対応

⚫ 本制度では、前回の本部会で御議論いただいたように、入札時からの物価変動は、事後的に落札
価格に反映する方向で検討しているが、物価変動以外にも、入札価格に算入したコストが、落札
後の様々な状況変化によって、事業者に帰責性がない理由で増加又は減少することが考えられ
る。（例：金利上昇、税率変更、規制変更による追加投資、等）

⚫ もっとも、以下ような本制度の内容を踏まえると、事業者に帰責性がない理由であっても、あらゆるコ
スト増加を事後的に落札価格に自動的に反映することは適切ではない。

① 競争入札によって落札電源を決定する仕組みであること、

② 建設費には予備費として10%を織り込むことを認めていること、

③ 事業報酬として税引前WACC5%を織り込むことを認めていること、

④ 他市場収益の約１割は留保することを認めていること等

⚫ ただし、コストが増加した場合には、その規模によっては事業の継続が困難となり、市場退出を余
儀なくされ、脱炭素化への投資が進まなくなる可能性もある。

⚫ したがって、将来的に、何らかの状況変化によって、事業者の帰責性がない理由で事業の継続が
困難となるような大幅なコスト増加が発生した場合に限って、本制度外でコスト増加の影響を緩
和する措置が講じられているか否かも踏まえつつ、例えば、再度本制度への入札を認めるなど、脱炭
素電源への投資に係る長期予見性を確保するという観点から必要な制度的対応を検討することと
してはどうか。



１．募集量
２. 入札価格の在り方
３．上限価格
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上限価格

⚫ 第8次中間とりまとめでは、国民負担の最小化を図る観点から、電源種毎に、発電コスト検証※の
数値をベースとして、上限価格を設定することとしている。 ※本制度では、直近の発電コスト検証の数値をベースとする。

⚫ また、前々回の本部会において議論いただいたとおり、FIT/FIP制度の対象となっている再エネの
電源種については、再エネのコスト低減インセンティブを削がないため、原則FIT/FIP制度における
翌年度の上限価格をベースに、本制度の当該年度の上限価格を設定することとしている。

⚫ 各電源種毎の上限価格については、実際の入札前に改めて計算することを予定しているが、本日は、
発電コスト検証の数値が存在しない、又は必ずしも発電コスト検証の数値をベースとすることが
適切とは言えない電源種の上限価格の設定方法について、ご議論いただきたい。

第8次中間とりまとめ
H）上限価格の算定方法
現行容量市場の上限価格は、諸外国の容量市場における上限価格の設定方法を参考にしつつ、電源の新設インセンティブに十分な

価格水準、国民負担の観点から、発電コスト検証の数値をベースとしたNet CONE×1.5倍として設定している。
本制度措置における上限価格も、同様の考え方により、参考図25の算式によって設定することとした。

（参考図25） 上限価格の算定式
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※前頁からの続き

「E)他市場収益」の入札時の他市場収益の設定方法①と②のそれぞれで、電源種毎の上限価格を試算した結果は参考図26のとお
り。なお、設定方法①と②で、電源種毎の上限価格には差が生じるが、事後的な還付又は補填を考慮すれば、基本的に国民負担は変
わらない。

電源種によって数万円～数十万円とばらつきがあることから、現行容量市場のように、モデルプラントとなる電源種を設定して、その電源
種のNetCONEを基に全電源一律の上限価格を設定するのではなく、電源種毎に上限価格を設定することとした。 電源種毎の上限価
格の詳細については今後検討していき、実際の入札時に改めて計算する。

ただし、「E)他市場収益」では入札時の他市場収益の設定方法として設定方法②を採用しているが、この場合には、競争力のある電
源同士の競争を確保し、過度な国民負担の発生を防止するため、上限価格に閾値を設けることとした。
閾値の水準は、上記趣旨を踏まえ、競争力のある電源の上限価格の水準や、電源投資促進の観点、他の関連制度との整合も踏まえ
た水準として、例えば10万円/kW/年を一つの目安とすることとした。

（参考図26） 電源種別の上限価格の試算結果



20

論点３－１ 一般水力の上限価格
⚫ 発電コスト検証における水力のコストは、「中水力（モデルプラントの出力規模5000kW）」と「小
水力（モデルプラントの出力規模200kW）」のコストであり、 FIT対象の3万kW未満の案件の
データを基に算出されている。

⚫ 本制度の一般水力は、10万kW以上の案件が対象であり、発電コスト検証のモデルプラントとは規模
が異なることから、発電コスト検証の数値を元に本制度の一般水力の上限価格を設定することは望
ましくない。

⚫ このため、今回事務局において調査した直近の大規模な４プラントの実績（次頁参照）を元に、平
均固定費（資本費＋運転維持費＋事業報酬）の1.5倍として、下の表のとおり上限価格を設定し
てはどうか。

一般水力
（10万kW以上）

新設 5.6万円/kW/年

リプレース 2.2万円/kW/年
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（参考）一般水力の上限価格の諸元

一般水力

新設
リプレース

(既設水路活用型)

モデルプラント※

(名称、定格出力、運転開始年)

中部電力(株)徳山発電所 16.4万kW 2014年
関西電力(株)音沢発電所 12.6万kW 1985年

北陸電力(株)有峰第一発電所 26.5万kW 1981年
北陸電力(株)有峰第二発電所 12.3万kW 1981年

モデルプラントの平均出力 17.0万kW

資本費
建設費 36.4万円/kW 12.2万円/kW

廃棄費用 建設費の5％

運転維持費

人件費 3.7億円/年

修繕費 0.04万円/kW/年

その他 0.9万円/kW/年

※ 新設案件の建設費は、旧一般電気事業者が直近に建設した発電所4基(10万kW以上)の初号機の建設費を基に、2021年（暦年）までの物価変動
を総固定資本形成デフレーターにより補正し、その平均金額とした。
ただし、中部電力(株)徳山発電所は、1号機(2016年)より2号機(2014年)の方が運転開始が早い一方で、2号機の出力が2.5万kWと10万kWを下
回るため、10万kWを超える案件として、1号機(13.9万kW)と2号機(2.5万kW)の合計した出力16.4万kWにて、建設費を試算
リプレース案件の建設費は、既設導水路活用型の定義（水車及び発電機、変圧器その他の電気設備の全部並びに水圧管路の全部若しくは一部のみを
新設し、又は更新するもの）に該当する実績がないため、新設案件の建設費の実績を基に、リプレースの対象設備の建設費のみ抽出し、現時点までの物
価変動を考慮して試算
運転維持費は、直近3カ年の実績平均。ただし、プラント毎ではなく、発電所毎のコストしか把握できないプラントは、それを元に、直近3カ年の実績平均
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論点３－２ 揚水・蓄電池の上限価格
⚫ 上限価格は実態のコストを踏まえて設定することとしているところ、「揚水」の新設案件は、発電コスト検

証の数値は存在しないことから、今回事務局において調査した直近４プラントの実績（次頁参照）
を基に、平均固定費（資本費＋運転維持費＋事業報酬）の1.5倍として、以下の表の数値のとお
り設定してはどうか。

⚫ 一方で、「揚水」のリプレースの際のコストは、新設と異なり、上池と下池の２つのダムや既設の水圧導
管などのライフサイクルの長い既存案件のインフラを活用することが可能であって、新設とはコスト構造が
大きく異なる。前回もご議論いただいたとおり、「揚水」と「蓄電池」は変動性再エネの調整力として同様
の機能を有しており、できる限り同じ条件で競争できる環境の整備が重要であることを踏まえると、「揚
水」のリプレース案件と「蓄電池」の新設・リプレース案件については、同じ上限価格としてはどうか。

⚫ 具体的には、 「揚水」のリプレースは実績が存在しないものの、蓄電池のコストは、資源エネルギー庁が
実施した予算事業にて採択された1万kW以上の蓄電池の新設案件の申請情報（次頁参照）を
元に算出することが可能である。このため、当該申請情報を元に算出した平均固定費（資本費＋運
転維持費＋事業報酬）の1.5倍の金額を、 「揚水」のリプレース案件と「蓄電池」の新設・リプレース
案件の共通の上限価格として、以下の表の数値のとおり設定してはどうか。

揚水
（1万kW以上）

蓄電池
（1万kW以上）

新設 9.3万円/kW/年

リプレース 3.3 ÷ 各エリアの運転継続時間3時間の調整係数

北海道 東北 東京 北陸 中部 関西 中国 四国 九州

4.2 4.0 5.5 4.1 4.4 4.4 4.1 4.1 4.4※算出の考え方は次頁参照



23

（参考）前頁の上限価格の諸元
揚水

（新設）
蓄電池

モデルプラント※

(名称、定格出力、
運転開始年)

北海道電力(株)京極発電所 20万kW 2014年
九州電力(株)小丸川発電所 30万kW 2007年

東京電力リニューアブルパワー(株)神流川発電所 47万kW 
2005年

東京電力リニューアブルパワー(株)葛野川発電所 40万kW 
1999年

令和3年度補正
「再生可能エネルギー導入加速化に向けた

系統用蓄電池等導入支援事業」
にて採択された1万kW以上の蓄電池

モデルプラントの平均出力 34.2万kW(運転継続時間9.3時間) 3.1万kW（運転継続時間3.6時間）

資本費
建設費 65.0万円/kW 15.6万円/kW

廃棄費用 建設費の5％ 建設費の5％

運転維持費

人件費 2.3億円/年

0.6万円/kW/年修繕費 0.04万円/kW/年

その他 0.2万円/kW/年

※上記の表の注釈
「揚水」の建設費は、旧一般電気事業者が直近に建設した発電所4基の初号機の建設費を基に、2021年（暦年）までの物価変動を総固定資本形成
デフレーターにより補正し、その平均金額とした。

九州電力(株)小丸川発電所実績は、初号機～4号機 (30万kW×4号機)を同時に建設しており、合計の建設費のみ把握できるため、それを元に試算
運転維持費は、直近3カ年の実績平均。ただし、プラント毎ではなく、発電所毎のコストしか把握できないプラントは、それを元に、直近3カ年の実績平均

※前頁の上限価格の表の詳細な考え方

・揚水の新設のモデルプラントの平均運転継続時間は9.3時間であり、運転継続時間9時間の調整係数は、2032年度だと98.1％～99.8％とエリア毎
の差異が小さいため、揚水の新設の上限価格の設定において、調整係数は考慮しない。

・前々回の本部会において、蓄電池は揚水と同様に「安定電源」に区分し、揚水と同じ調整係数を適用すると整理したことから、「揚水のリプレース」と「蓄電
池」は、調整係数を反映して上限価格を設定。揚水の調整係数は、エリアごと・運転継続時間ごとに設定されているが、上記の予算事業において採択された
案件の平均運転継続時間は3.6時間であるため、上限価格の設定においては、エリア毎に3時間の調整係数で除して上限価格を設定。

（参考） 「2023年度供給計画で用いる太陽光・風力・自流式水力・揚水式水力のエリア別調整係数」における、揚水の2032年度の運転継続時間３時
間の調整係数（％） 北海道77.9、東北81.1、東京60.1、中部75.1、北陸80.0、関西73.8、中国79.4、四国80.4、九州74.0

・なお、発電コスト検証における水力のコストは、「中水力（モデルプラントの出力規模5000kW）」と「小水力（モデルプラントの出力規模200kW）」のコス
トであり、 FITで導入された「流込式（ダム無し）」や「調整池式・貯水式（ダム１つ）」の案件のデータを基に算出されているため、ダムが上池と下池の２つ
必要となる「揚水」とはコスト構造が異なるため、本制度の「揚水」の上限価格の諸元とすることは望ましくない。また、発電コスト検証では、蓄電池のコストは
算定されていない。
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（参考）過去の事務局資料
第70回制度検討作業部会

（2022年10月3日）資料5
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（参考）前回の事務局資料 第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日）資料5
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論点３－３ 水素発電の上限価格
⚫ 発電コスト検証における「水素発電（10％混焼）」のコストは、水素受入・貯蔵・払出設備等の
燃料関連設備の費用が燃料費に整理されており、固定費は「LNG火力」と同額とされている。

⚫ 一方で、水素は-253度（LNGは-162度）で貯蔵する必要があり、水素の燃料タンクはLNG
の燃料タンクより高額であるため、発電コスト検証の数値をベースに、水素発電（10％混焼）の
上限価格を設定した場合、低い上限価格となってしまう。

⚫ このため、水素発電の上限価格は、燃料関連設備等の費用を考慮し、固定費（資本費＋運転
維持費＋事業報酬）の1.5倍として、以下の表のとおり設定してはどうか。

⚫ また、水素発電は様々な技術を用いて実施されることが考えられ、中には足下から混焼率が10％
以上の案件の入札が行われる可能性もあるが、我が国において水素発電で商用化された大型の案
件が現時点において無い中で、混焼率毎に細かく上限価格を設定しておくことには限界があることか
ら、水素発電の上限価格は、混焼率10％以上の案件の共通の上限価格として設定してはどうか。

上限価格
（万円/kW/年）

主な諸元

水素（10％以上）
の新設

4.7

建設費：発電コスト検証におけるLNGの建設費（16.4万円/kW）※1

＋燃料関連設備の建設費（5.9万円/kW）※2

廃棄費用：建設費の５％
運転維持費：発電コスト検証における水素発電の算定方法と同じ

既設火力の
水素10％以上の

混焼にするための改修

10
（右の諸元を元に計算
した結果は13.7万円

/kW/年）

建設費：燃料関連設備の建設費（59.2万円/kW）※2

＋燃焼設備の改造費（3.3万円/kW）※3

廃棄費用：改修投資額の５％
運転維持費：発電コスト検証におけるLNG火力の算定方法と同じ※4

※1 発電コスト検証のデータ(2020年時点)を基に、2021年（暦年）までの物価変動を総固定資本形成デフレーターにより補正
※2 燃料関連設備の建設費は、次頁のとおり資源エネルギー庁にて試算。新設は、対象kWが発電所全体のkWであることから、次頁⑨の1/10となる。
※3 燃焼設備の改造費は、次々頁のとおり資源エネルギー庁にて試算。
※4 運転維持費の内の修繕費・諸費は、次々々頁のとおり算定。
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（参考）水素の燃料関連設備の建設費の試算
算定根拠

液化水素
貯蔵タンク

液化水素貯蔵タンク
（5万m3×5基）

を含む
受入・貯蔵機能の建設費

1,597億円
（①）

「水素社会構築技術開発事業/地域水素利活用技術開発/関西圏
の臨界エリアにおける水素供給モデルに関する調査
（https://www.nedo.go.jp/content/100950505.pdf）」７
頁では、液化水素貯蔵タンク5万m3×5基（1t=14㎥で換算すると②
17,857t）を含む受入・貯蔵機能の建設費（CAPEX）を①1,597
億円と試算

タンクの貯蔵量
47日分
（③）

SIP 電源開発株式会社「火力発電燃料としてのCO₂フリーアンモニアサ
プライチェーンの技術検討」では、石炭火力でアンモニア混焼を行う場合
の想定ケースとして、タンク容量47,000t、アンモニア使用量1,000t/
日とされており、③47日分のアンモニアを貯蔵することを想定。

水素の消費量
15.8t/h

（④）
②17,857t÷（③47日×24h）

出力換算
35.6万kW

（⑤）

④15.8t/h×142MJ/kg※1×57％※1÷3.6MJ※2

※1 発電コスト検証における水素の燃料発熱量142MJ/kg、発電効
率57％
※2 1kWh=3.6MJ

建設単価
44.8万円/kW

（⑥）
①1,597億円÷⑤35.6万kW

水素ガス
パイプライン

建設費
513億円

（⑦）

「水素社会構築技術開発事業/地域水素利活用技術開発/関西圏
の臨界エリアにおける水素供給モデルに関する調査
（https://www.nedo.go.jp/content/100950505.pdf）」７
頁のフェーズ2（基地から周辺エリアまで）の水素ガスパイプライン機能
の建設費（1049億円）から、増設額536億円を控除し、フェーズ１
（基地から発電所まで）の水素ガスパイプライン機能の建設費を513
億円と試算

建設単価
14.4万円/kW

（⑧）
⑦513億円÷⑤35.6万kW

燃料関連設備の建設単価
59.2万円/kW

（⑨）
⑥44.9万円/kW＋⑧14.4万円/kW



28

（参考）水素の燃焼設備の改造費の試算

（出典）SIP 電源開発株式会社
「火力発電燃料としてのCO₂フリーアンモニア

サプライチェーンの技術検討」

⚫ 水素の燃焼設備の改造費は、参考となる見積金額が無いことから、既設石炭火力をアンモニア
20％混焼にするための燃焼設備の改造費用と同等として試算。

⚫ 具体的には、SIP 電源開発株式会社「火力発電燃料としてのCO₂フリーアンモニアサプライチェー
ンの技術検討」における、アンモニア混焼バーナー・アンモニア供給系統・制御装置等の概算額40
億円を、ユニット出力60万kWの混焼率20％分である12万kWで除して、3.3万円/kWと試
算。
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（参考）既設火力の改修の場合の修繕費・諸費の計算方法

（出典）総合資源エネルギー調査会発電コスト検証ワーキンググループ（第８回会合）資料３

⚫ 発電コスト検証における修繕費・諸費は、「建設費における比率」として計算される。

⚫ 運転維持費は、改修投資によって新設した設備に加え、既存設備に対しても必要となることから、
修繕費・諸費を算定する際の「建設費」は、発電コスト検証におけるLNGの新設時の建設費
（16.4万円/kW※）に、改修投資額（62.6万円/kW）を加算した金額（79.0万円
/kW）を元に、以下のとおり計算。

修繕費＝79.0万円/kW×2.4％/年＝1.89万円/kW/年

諸費＝79.0万円/kW×1.1％/年＝0.86万円/kW/年
※ 発電コスト検証のデータ(2020年時点)を基に、2021年（暦年）までの物価変動を総固定資本形成デフレーターにより補正
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論点３－４ 既設火力をアンモニア混焼にするための改修の上限価格

⚫ 発電コスト検証における「アンモニア20％混焼発電」のコストは、新設の「アンモニア（石炭混
焼）」のコストであり、既設火力をアンモニア混焼にするための改修のコストは示されていない。

⚫ このため、既設火力をアンモニア混焼にするための改修案件の上限価格は、過去の調査結果を踏ま
え、固定費（資本費＋運転維持費＋事業報酬）の1.5倍として、以下の表のとおり設定してはど
うか。

⚫ また、水素発電の上限価格と同様に、アンモニアも将来的に混焼率が20％以上の案件の入札が行
われる可能性があることを踏まえ、混焼率20％以上の案件の共通の上限価格として設定すること
としてはどうか。

上限価格
（万円/kW/年）

主な諸元

既設火力の
アンモニア20％以上の混

焼にするための改修
7.0

建設費：燃料関連設備の建設費・燃焼設備の改造費（21.3万円/kW）※1

廃棄費用：建設費の５％
運転維持費：発電コスト検証における石炭火力の算定方法と同じ※2

※1 SIP 電源開発株式会社「火力発電燃料としてのCO₂フリーアンモニアサプライチェーンの技術検討（前々頁参照）」における、アンモニア20％
混焼のために必要な設備コスト250億円を基に、調査報告書公表時（2019年）から2021年（暦年）までの物価変動を総固定資本形
成デフレーターにより補正し、ユニット出力60万kWの混焼率20％分である12万kWで除して、試算。

※2 運転維持費の内の修繕費・諸費は、前頁と同様に、発電コスト検証における石炭の新設時の建設費を2021年（暦年）までの物価変動を
総固定資本形成デフレーターにより補正した金額（24.9万円/kW）に、改修の建設費（21.3万円/kW）を加算した金額（46.2万円
/kW）を元に、以下のとおり計算。
修繕費＝46.2万円/kW×2.4％/年＝1.1万円/kW/年
諸費＝46.2万円/kW×2.2％/年＝1.0万円/kW/年

（参考）発電コスト検証における石炭火力の諸元
建設費 24.4万円/kW
人件費 4.4億円/年
修繕費 2.4％/年(建設費における比率)
諸費 2.2%/年(建設費における比率)
業務分担費 12.2%/年(直接費における比率)
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論点３－５ 既設火力をバイオマス専焼にするための改修の上限価格

⚫ 発電コスト検証におけるバイオマスのコストは、新設の「バイオマス（木質専焼）」と「バイオマス
（石炭混焼）」のコストであり、既設火力をバイオマス専焼にするための改修のコストは示されて
いない。

⚫ このため、既設火力をバイオマス専焼にするための改修の上限価格は、改修投資額の見積り額につ
いて事業者にヒアリングした結果を踏まえ、平均固定費（資本費＋運転維持費＋事業報酬）の
1.5倍として、設定することとしてはどうか。

⚫ なお、既設火力をバイオマス専焼にするための改修を行う場合、改修前の発電所の状態（石炭専
焼、石炭・バイオマス混焼）等は様々であり、それによって改修投資額も異なるものと考えられる。
（例えば、改修前でも石炭・バイオマス混焼である場合は、バイオマスの燃料関連設備が存在する
ため、改修投資額も比較的少なく済むものと考えられる。）

⚫ しかし、改修前の発電所の状態や出力規模毎に、細かく上限価格を設定しておくことには限界があ
ることから、上限価格は、石炭専焼の発電所をバイオマス専焼にする場合の改修投資額を前提に
設定することとしてはどうか。

上限価格
（万円/kW/年）

主な諸元

既設火力の
バイオマス専焼にする

ための改修
7.9

建設費※：ボイラ燃焼設備と受入・投入設備の改造費（17.5万円/kW）
廃棄費用：建設費の５％
運転維持費：発電コスト検証におけるバイオマス(木質専焼)の運転維持費と同じ

※11万kWクラスの既設石炭火力を改造する場合の、ボイラ燃焼設備と受入・投入設備の改造費について、資源エネルギー庁から事業
者(三菱重工(株) 、(株)IHI、住友重機械工業(株))にヒアリングした結果、平均金額が193億円であり、11万kWで除して算定
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（参考）上限価格一覧

新設の上限価格 リプレースの上限価格

太陽光 10

陸上風力 10

洋上風力 10

一般水力 5.6 2.2

揚水 9.3 4.0～5.5

蓄電池 4.0～5.5

地熱 10
全設備更新型：9.7

地下設備流用型：5.8

バイオマス 10

原子力 10

水素（10％以上） 4.7

LNG 3.5

⚫ 現時点での試算結果は以下のとおり（実際の入札前に改めて計算予定）。

＜新設・リプレース＞

上限価格

水素10％以上の混焼にするための改修 10

アンモニア20％以上の混焼にするための改修 7.0

バイオマス専焼にするための改修 7.9

＜既設火力の改修＞

（万円/kW/年）

（万円/kW/年）

※次頁の諸元を元に算定。閾値の10万円/kW/年を超える場合は10万円/kW/年。
※合成メタンは、水素の中に含まれる。

※CCSは、固定費・可変費の整理など、プロジェクトのコスト構造が未定であるため、今後、明確化した段階で設定
（よってそれまでの間入札はできず、CCSプロジェクトの状況を見つつ、今後必要な議論をする）。

※実際は、１円未満を切り捨てて設定（内訳も１円未満は切り捨てて算出）。



（参考）上限価格の諸元
新設・リプレース 既設火力の改修

太陽光、
陸上風力

地熱
洋上
風力

一般水力
揚水の
新設

揚水のリ
プレース、
蓄電池

バイオ
マス

原子力 LNG
水素
（10%
以上）

水素
（10%
以上）

アンモニア
（20％以
上）

バイオマス
専焼

諸元 FIP制度
再エネ海
域利用法

資源エネルギー庁によ
る調査

予算事業
採択案件

発電コスト検証
建設費：資源エネルギー庁による調査

その他：発電コスト検証
出力（万kW） ー 17 34.2 3.1 0.57 120 85 85 8.5 12 11

資
本
費

建設費
（万円
/kW）

翌年度の
上限価格

※前頁は
2023年度
の太陽光
(50kW以
上入札対
象未満)の
調達価格・
基準価格

9.5円
/kWhを設
備利用率
17.7％で
円/kW/年
に換算、陸
上風力15
円/kWhを
設備利用
率28.0％
で円/kW/
年に換算

翌年度の
基準価格

※前頁は
2023年度
の基準価格
26円/kWh
（新設）、
20円/kWh
（既設導
水路活

用）、12円
/kWh（地
下設備流

用型）を設
備利用率
73.9％で
円/kW/年
に換算し、
FIP期間15
年を本制度
の原則的な
制度適用
期間20年

に換算

直近の
公募の

上限価格

※前頁は秋
田県能代
市等におけ
る上限価格
29円/kWh
を設備利用
率33.2％
で円/kW/
年に換算

36.4
※新設

12.2
※リプレース

65.0 15.6 40.6 

40.8＋
1,397億
円※追加安

全対策費用

16.4 22.3 62.6 21.3 17.5

系統接続費 1,560円/kW ー
廃棄費用 建設費の５％ 765億円 建設費の５％

運
転
維
持
費

固定資産税 1.4%
発電側課金 900円/kW/年

事業税 収入割：1.05％、資本割：0.15％、付加価値割：0.37％

人件費
3.7

億円/年
2.3

億円/年

0.6万円
/kW/年

2.7
万円

/kW/年

22.6

億円/年

6.3
億円/年

6.3億円/
年×混焼
比率10%

4.4億円/
年×混焼
比率20%

2.7
万円

/kW/年

修繕費
0.04万円
/kW/年

0.04万円
/kW/年

1.9％/年
(建設費
比率)

2.4％/年
(建設費比率)

2.4％/年
(建設費
比率)

諸費
0.9万円
/kW/年

0.2万円
/kW/年

96.0

億円/年

1.1％/年
(建設費比率)

2.2％/年
(建設費比

率)

業務分担費

(一般管理費)

12.8％/
年(直接
費比率)

12.0％/年
(直接費比率)

12.2％/
年(直接
費比率)

事業報酬 税引前WACC5%（0年目に建設費を全て支出し、１～20年目に運転維持費が発生する前提で計算）

上限価格 上記合計の1.5倍
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※ 上記は、発電コスト検証のデータ(2020年時点)を基に、2021年（暦年）までの物価変動を総固定資本形成デフレーター（2.05％）により補正した後の数字。一般水力及び揚
水の新設の建設費はモデルプラントの運転開始時期、アンモニアの建設費は2019年を基に、物価変動を同指標の変動率により補正した後の数字。蓄電池、水素の建設費（LNG
建設費16.1万円を除く）、バイオマス専焼の建設費、一般水力及び揚水の新設の運転維持費は、直近のデータであり、物価変動の補正は行わない。

※ 系統接続費は、現行の容量市場の上限価格の算定と同額（第38回 容量市場の在り方等に関する検討会 資料4）。
※ 事業税（収入割）から生じる事業報酬5％分は、上限価格に含めていない。また、事業税（付加価値割）を算定する際の事業報酬に、事業税（収入割/付加価値割）から生

じる事業報酬5％分は織り込んでいない。
※ 業務分担費の「直接費比率」とは、「人件費、修繕費、諸費の合計」に対する比率。
※ 既設火力の改修における「建設費比率」の「建設費」は、発電コスト検証における新設時（水素はLNG、アンモニアは石炭）の建設費に、改修の建設費を加算した金額。



（参考）入札価格の監視における２倍の水準の諸元

新設・リプレース 既設火力の改修

太陽光
陸上
風力

地熱
洋上
風力

一般水力
揚水
の新設

揚水のリ
プレース、
蓄電池

バイオ
マス

原子力 LNG
水素
（10%
以上）

水素
（10%
以上）

アンモニア
（20％
以上）

バイオマス
専焼

諸元 FIP制度
再エネ海
域利用法

資源エネルギー庁に
よる調査

補正予算
事業の採
択案件

発電コスト検証
建設費：資源エネルギー庁による調査

その他：発電コスト検証

資
本
費

建設費
（万円
/kW）

13.5 27.5

79
※新設、全設

備更新型

48
※地下設備

流用型

51.2

36.4
※新設

12.2
※リプレース

65.0 15.6 40.6

40.8 
＋

追加安全
対策費用
1,397
億円

16.4 22.3 62.6 21.3 17.5

運
転
維
持
費

人件費

0.5
万円

/kW/年

0.9
万円

/kW/年

3.3
万円

/kW/年

1.8
万円

/kW/年

3.7
億円/年

2.3
億円/年

0.6万円
/kW/年

2.7万円
/kW/年

22.6

億円/年

6.3
億円/年

6.3
億円/年×
対象kW

比率

4.4
億円/年×
対象kW

比率

2.7
万円

/kW/年

修繕費
0.04万円
/kW/年

0.04万円
/kW/年

1.9％/年
(建設費
比率)

2.4％/年
(建設費比率)

2.4％/年
(建設費
比率)

諸費

0.9万円
/kW/年

0.2万円
/kW/年

96.0

億円/年

1.1％/年
(建設費比率)

2.2％/年
(建設費
比率)

業務分
担費

(一般管
理費)

12.8％/
年(直接
費比率)

12.0％/年
(直接費比率)

12.2％/
年(直接
費比率)
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※ 上記は、発電コスト検証のデータ(2020年時点)等を基に、現時点までの物価変動を総固定資本形成デフレーター（2.05％）により補正した後の数字。
※ 太陽光・陸上風力は、「令和4年度以降の調達価格等に関する意見」で示されている2023年度のFIP基準価格の内訳、洋上風力は、再エネ海域利用法に基づく公募

占用指針に関する供給価格上限額の内訳（対象促進区域：秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖、秋田県由利本荘市沖（北側）、秋田県由利本荘市沖（南
側）並びに千葉県銚子市沖）。

※ 業務分担費の「直接費比率」とは、「人件費、修繕費、諸費の合計」に対する比率。
※ 既設火力の改修における「建設費比率」の「建設費」は、発電コスト検証における新設時（水素はLNG、アンモニアは石炭）の建設費に、改修の建設費を加算した金額。

⚫ 前回御議論いただいた入札価格の監視における、建設費等の監視の「発電コスト検証の諸元等の２倍の水
準」は、以下の諸元の２倍の水準となる。



（参考）前回の事務局資料
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